
出雲市中小企業景況調査報告書 

＜２０２２年４月～６月期＞ 

           

１．調 査 期 間    令和４年７月１日（木）～令和４年７月２２日（金）   

           

２．調査対象企業   出雲市内事業所１８０社 回答数１７２社    回答率９５．５％  

           

業  種 

出雲商工会議所管内 平田商工会議所管内 出雲商工会管内 斐川町商工会管内 合  計 

対象企業数 回答企業数 対象企業数 回答企業数 対象企業数 回答企業数 対象企業数 回答企業数 対象企業数 回答企業数 

建設業 １３ １３ ４ ４ ４ ３ ４ ４ ２５ ２４ 

製造業 １８ １８ ７ ７ ６ ６ ５ ３ ３６ ３４ 

卸売業 ９ ９ ２ ２ ３ ３ ３ ３ １７ １７ 

小売業 ２３ ２２ ９ ９ ８ ８ ９ ９ ４９ ４８ 

サービス業 ２７ ２５ ８ ８ ９ ８ ９ ８ ５３ ４９ 

合  計 ９０ ８７ ３０ ３０ ３０ ２８ ３０ ２７ １８０ １７２ 

           

３．調査実施機関   出雲商工会議所、平田商工会議所、出雲商工会、斐川町商工会 

 



今 期（２０２２年４－６月）の 概 要 

 
本調査は、出雲商工会議所が平田商工会議所、出雲商工会、斐川町商工会と共同で市内事業所から調査対象事業所１８０社を選定し実施しています。 

 

概  況（前期調査＝２０２２年１－３月期） 

 

全業種の業況ＤＩは、前期比の業況ＤＩで△５．４（前期調査△24.1）、前年同期比で△０．６（前期調査△21.7）とマイナス幅

が縮小しました。 

来期（令和４年７～９月期）の見通し業況ＤＩは、△９．１（前期調査△13.8）とマイナス幅が縮小しました。一方で、小売業

ではマイナス幅が拡大しています。 

全業種の売上ＤＩは、前期比では△１．２（前期調査△22.4）とマイナス幅が縮小しました。前年同期比でも３．５（前期調査

△17.5）と、マイナスからプラスに転じました。一方で、建設業の前期比ではプラスからマイナスに転じています。 

来期（令和４年７～９月期）の見通し売上ＤＩは、△１３．０（前期調査△12.5）とマイナス幅が拡大しました。一方で、建設

業、製造業、卸売業ではマイナス幅が縮小又はマイナスからプラスに転じています。 

 

設備投資については、今期実施した割合が３４．２％（前期調査 36.3%）と前期調査より減少しました。実施した設備投資の主

なものは、「機械・備品」「OA機器」２３．８％、続いて「車両運搬具」２０．６％でした。 

   来期（令和４年７～９月期）については、設備投資を計画している割合は４５．０％（前期調査 41.3%）と増加しています。割

合の高い順に「機械・備品」３０．０％、続いて「車両運搬具」２０．０％となっています。 

 

経営上の問題点としては、「需要の停滞、受注減少」を１位にあげる事業所が３０．４％（前期調査 36.7%）、２位は「材料

（原材料）等仕入価格の上昇」２４．０％（前期調査 19.4％）となっています。 



 

 

 

業種別景況調査の主要 DI （前期調査＝２０２２年１－３月期） 

 

１、建 設 業 

・今期業況ＤＩは、前期比で△４．５（前期調査△8.3）、前年同期比で４．５（前期調査△12.5）と前期比ではマイナス幅が縮小し、

前年同期比ではマイナスからプラスに転じました。 

・売上ＤＩは、前期比で△１６．７（前期調査 4.2）、前年同期比で４．２（前期調査△8.3）と前期比ではプラスからマイナスに転

じ、前年同期比ではマイナスからプラスに転じました。 

・来期業況見通しＤＩは、今期比で△４．５（前期調査△20.8）、来期売上見通しＤＩは、今期比で△２５．０（前期調査△37.5）と

いずれもマイナス幅は縮小しました。 

円安・ウクライナ問題ですべての材料が値上がりしているといった意見がありました。 
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２、製 造 業 

・今期業況ＤＩは、前期比で△１２．１（前期調査△14.3）、前年同期比で０．０（前期調査△6.1）といずれもマイナス幅が縮小し

ました。 

・売上ＤＩでも、前期比で△１１．８（前期調査△17.1）、前年同期比で０．０（前期調査 0.0）と前期比ではマイナス幅が縮小しま

した。 

・来期業況見通しＤＩは、今期比で９．１（前期調査△8.8）、来期売上見通しＤＩは、今期比で１８．２（前期調査△2.9）といずれ

もマイナスからプラスに転じています。 

材料（半導体など）仕入価格が値上がりしているが、売価に転嫁できず、利益が減っている。また、材料（半導体など）の仕入難 

による納期の遅れ、生産減少が生じているといった意見が多くありました。 

 

３、卸 売 業 

・今期業況ＤＩは、前期比で１１．８（前期調査△53.3）、前年同期比で１１．８（前期調査△18.8）といずれもマイナスからプラス

に転じました。 

・売上ＤＩは、前期比で２３．５（前期調査△53.3）、前年同期比で０．０（前期調査△31.3）と前期比ではマイナスからプラスに転

じ、前年同期比でもマイナス幅が縮小しました。 

・来期業況見通しＤＩは、今期比で１１．８（前期調査 6.3）、来期売上見通しＤＩは、今期比で５．９（前期調査 0.0）といずれも

プラス幅が拡大しました。 

仕入価格の値上がりが生じているといった意見が多くありました。 

コロナの感染者が急増した 7月以降の売上減少を不安視する意見もありました。 

 

４、小 売 業 

・今期業況ＤＩは、前期比で△１２．５（前期調査△28.6）、前年同期比で２．１（前期調査△38.1）と前期比はマイナス幅が縮小、

前年同期比でもマイナスからプラスに転じています。 

・売上ＤＩでも、前期比で△４．２（前期調査△26.2）、前年同期比で１８．８（前期調査△38.1）と前期比はマイナス幅が縮小、前

年同期比とでもマイナスからプラスに転じています。 

・来期業況見通しＤＩは、今期比で△１７．０（前期調査△11.9）、来期売上見通しＤＩは、今期比で△１８．８（前期調査△14.3）

といずれもマイナス幅が拡大しています。 



「仕入価格の値上がりが生じている」、「製品在庫の納入時期も遅れている」、「コロナが再び感染拡大したことによる売上の減少や

営業活動自粛が生じている」といった意見が多くありました。 

 

５、サービス業 

・今期業況ＤＩは、前期比で０．０（前期調査△26.1）、前年同期比で△１０．４（前期調査△23.9）といずれもマイナス幅が縮小し

ました。 

・売上ＤＩでも、前期比で８．２（前期調査△26.7）、前年同期比で△８．２（前期調査△11.1）と前期比はマイナスからプラスへ転

じ、、前年同期比もマイナス幅が縮小しました。 

・来期業況見通しＤＩは、今期比で△２１．７（前期調査△22.7）、来期売上見通しＤＩは、今期比で△２９．８（前期調査△9.1）

と来期業況見通しＤＩはマイナス幅が縮小し、来期売上見通しＤＩはマイナス幅が拡大しました。 

「コロナが再び感染拡大したことによる売上の減少が生じている」、「小麦といった食材の値上げが生じている」、「コロナ資金の返

済が不安」との意見が多くありました。 

 

設備投資動向 

１、今期設備投資  

全業種   設備投資を実施した事業所の割合は３４．２％（前期調査 36.3％）と前期調査を２．１％下回りました。内訳とし

ては、「機械・備品」「OA機器」が最も高く２３．８％、続いて「車両運搬具」が２０．６％でした。 

 

建設業   実施割合は４４．４％（前期調査 46.7%）。「OA機器」の割合が最も高くなりました。 

 

製造業   実施割合は４３．６％（前期調査 55.0%）。「機械・備品」の割合が最も高くなりました。 

 

卸売業   実施割合は３５．３％（前期調査 12.5%）。「OA機器」の割合が最も高くなりました。 

 

小売業   実施割合は３６．５％（前期調査 31.3%）。「機械・備品」の割合が最も高くなりました。 

 

サービス業 実施割合は１８．４％（前期調査 27.1%）。「建物」「機械・備品」「車両運搬具」「付帯施設」の割合が 



最も高くなりました。 

２、来期設備投資  

全業種   設備投資を計画している事業所の割合は４５．０％（前期調査 38.0%）と前期調査を７．０％上回りました。内訳

としては、「機械・備品」が最も高く３０．０％、続いて「車両運搬具」２０．０％でした。 

 

建設業   設備投資を計画している割合は５２．９％（前期調査 48.1%）。「建物」「機械・備品」「車両運搬具」「OA機器」の

割合が最も高くなっています。 

 

製造業   設備投資を計画している割合は５０．０％（前期調査 50.0%）。「機械・備品」の割合が最も高くなっています。 

    

卸売業   設備投資を計画している割合は４５．０％（前期調査 23.5%）。「機械・備品」の割合が最も高くなっています。 

   

小売業   設備投資を計画している割合は４５．５％（前期調査 36.2％）。「車両運搬具」の割合が最も高くなっています。 

   

サービス業 設備投資を計画している割合は３４．７％（前期調査 41.2%）。「機械・備品」の割合が最も高くなっています。 

 

 

経営上の問題点 

全業種   第１位は「需要の停滞、受注減少」で３０．４％、第２位は「材料（原材料）等仕入価格の上昇」２９．８％でし

た。 

 

建設業   第１位は「材料（原材料）等仕入価格の上昇」３７．５％、第２位は「人件費の増加」１９．０％でした。 

 

製造業   第１位は「材料（原材料）等仕入価格の上昇」で４８．５％、第２位は「材料（原材料）等の入手難」２５．０％

でした。 

 

卸売業   第１位は「材料（原材料）等仕入価格の上昇」３１．３％、第２位は「大企業（大型店）進出による競争の激化」



「仕入・人件費以外の経費の増加」１３．３％でした。 

 

小売業   第１位は「需要の停滞、受注減少」で３３．３％、第２位は「材料（原材料）等仕入価格の上昇」が２８．６％で

した。 

 

サービス業 第１位は「需要の停滞、受注減少」で４１．９％、第２位は「材料（原材料）等仕入価格の上昇」で２５．０％で

した。 

 

 

注：DI（業況判断指数）とは、ディフュージョン・インデックス(Diffusion Index)の略で、「増加」、「好転」したなどとする企

業割合から、「減少」、「悪化」などとする企業割合を差し引いた値です。 

 

詳細は業種別景況を参照してください。 

 


